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2007 年から駒場キャンパスの三部局（先端研、生研、教養学部）に設置さ

れていた「ＮＥＤＯ新環境エネルギー科学創成特別部門」が、5年間の活動

期間を終えて、2012 年に終了しました。この教育研究活動は、2012 年 4

月から教養学部附属教養境域高度化機構の中に新たに設置された「環境エネ

ルギー科学特別部門」に引き継がれました。
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　新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO) による「新

しい環境・エネルギー科学創成のための人材育成・異分野融

合拠点化事業（ＰＬ：工学系研究科橋本和仁教授）」の活動拠

点として、2007 年から駒場キャンパスに設置されていた「Ｎ

ＥＤＯ新環境エネルギー科学創成特別部門」が、5 年間の活動

期間を終えて、2012 年に終了しました。

　環境とエネルギーの課題解決には、学問領域を超えた横断

的アプローチが必要です。こうした課題に取り組むための人

材育成を目的に、東京大学駒場キャンパスにある先端科学技

術研究センター、生産技術研究所、教養学部の３部局を横断

する組織として「ＮＥＤＯ新環境エネルギー科学創成特別部門」

を設置し、厚みのある教育研究活動を行ってきました。この

特別部門では、自然科学、工学、社会学、経済学などについ

て、様々な分野の研究者に加え企業や行政機関の関係者を講

師として、異分野融合の研究教育を実施しました。また、この

ような講義だけでなく、環境とエネルギーの問題に関するさ

まざまな講演会や駒場博物館特別展示「自然エネルギーの世

界」などを企画実施してきました。さらに、各界の著名人を

お招きし、トークショーなども行ってきました。

　最終年度は、2011 年 11 月 25 日に、シンポジウム「日

本のエネルギー政策を多面的に考える」を教養学部で開催し

ました。このシンポジウムは、東日本大震災における福島第

一原子力発電所事故によって大きな課題となっている今後の

日本のエネルギー政策について議論し、その方向性を示すも

のでした。シンポジウムでは、NPO 法人環境エネルギー政策

研究所所長の飯田哲也氏や衆議院議員の河野太郎氏をお迎え

し、東京大学の教員とともに講演とパネル討論を行いました。

また、2011 年 12 月 3 日には、生産技術研究所で、東京大

学 NEDO 新環境エネルギー科学創成特別部門成果報告シンポ

ジウム「環境とエネルギーの未来を創る人材の育成」を開催

しました。このシンポジウムでは、5 年間の NEDO 特別部門

の人材育成事業について、総括的な報告が各教員より行われ

ました。また「学生と考える新しい環境エネルギー教育のあ

り方」と題して、NEDO 特別部門の教員と東京大学の学生と

の間でパネルディスカッションを行い、今後の環境エネルギー

教育のあり方に対する建設的な議論を行うことができました。

　これらの教育研究活動は、2012 年 4 月から教養学部附

属教養境域高度化機構の中に新たに設置された「環境エネル

ギー科学特別部門」に引き継がれています。

6

NEDO新環境エネルギー科学創成特別部門が終了、新部門に引き継ぎ

教養学部 附属教養教育高度化機構 環境エネルギー科学特別部門 教授　瀬川 浩司  / 特任教授　内田 聡 
http://www.komed.c.u-tokyo.ac.jp/nedo/index.html10

2011 年 11 月 25 日、シンポジウム「日
本のエネルギー政策を多面的に考える」

2011 年 12 月 3 日、東京大学 NEDO 新環境エネルギー科学創成特別部門成果
報告シンポジウムパネル討論「学生と考える新しい環境エネルギー教育のあり方」
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地域との共生、協働

　三陸海岸のほぼ中央部の岩手県大槌町は、古くから水産業

で栄えた町として知られ、江戸時代には代官所も置かれてい

ました。豊富な水産資源、親潮や津軽暖流など複雑な海流、

自然の残る沿岸環境などを背景に、東京大学海洋研究所（現・

大気海洋研究所）は 1973 年、大槌町赤浜に臨海研究拠点を

設置しました。これが国際沿岸海洋研究センターです。

　このセンターは、東京大学だけでなく国内外の海洋研究者

が研究の拠点として訪れる施設として、ここ数年は、年に数

千人日にのぼる利用者を数えていました。設立以来、大槌町

の住民の方々、特にセンターが立地する赤浜地区の皆様に支

えられて、沿岸海洋研究の発展に大きな役割を果たしてきま

した。

　2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、

地震から約 30 分後に大津波が三陸沿岸を襲い、大槌町も甚

大な被害を受けました。津波防潮堤のすぐ内側にあるセンター

も被災し、３階建ての研究棟は３階半ばまで海水につかったほ

か、機材倉庫その他の陸上施設は全壊し、保有する調査船 3

隻もすべて流失してしまいました。

　震災当日センターに居た教職員、学生、共同利用研究者約

20 名は全員が地震発生直後に高台に避難し、幸い人的被害

はありませんでした。日ごろの避難訓練、教職員の高い防災

意識、当日の避難を指揮した大竹二雄・センター長の的確な

判断のたまものです。

　震災から１か月も経過しない同年 4 月 8 日、濱田純一総長

が現地入りして被災状況を確認し、本学として、センターの大

槌での早期復旧を決意しました。その後、夏前から大槌湾や

周辺海域の環境調査を再開したほか、小型の調査船を調達し

て不充分ながらも研究活動を開始しています。大槌町の復興

計画策定にあたっては、各地区に東京大学の教員が助言者と

いった立場で協力するなど、本学は町とともに生きる姿勢を

明確に示しています。センターの復旧も、町の復興と歩調を

合わせて進めることとしており、関係先と緊密な連携をとって

復旧・復興活動を本格化させています。

　2012 年 3 月 19 日には、碇川豊・大槌町長と濱田総長と

の間で、「震災復旧及び復興に向けた連携・協力に関する協

定書」の調印が行われました。町とセンターの復旧及び復興

のため、町と大学が手を携え、まちづくりといった長期的課題

も視野に入れた協力を行っていくというものです。

　毎年夏のセンター一般公開には、ほんの数時間の公開に

1000 人を超える来場者がありました。町とともに歩む研究

施設として早期に復旧し、震災前の賑やかなイベントを開催

するときが一日も早く戻るよう、全力を挙げているところです。

東日本大震災からの復旧・復興－岩手県大槌町とともに－
01
岩手県上閉伊郡大槌町には大気海洋研究所の国際沿岸

海洋研究センターがあり、1973年の設立以来、三陸沿

岸域における海洋科学研究に大きな役割を果たしてき

ました。2011年 3月の津波により、同センターは壊

滅的な被害を受けましたが、復興に向けた活動を本格化

させています。2012年 3月、東京大学と大槌町は震

災復旧及び復興に向けた連携・協力に関する協定を締結

しました。これにより、持続的かつ効果的な活動に取り

組んでいくこととしています。

大気海洋研究所 国際連携研究センター 教授　道田 豊
http://cicplan.ori.u-tokyo.ac.jp/michida/

押し寄せた津波にのまれる研究棟。２階まで海水
が来ています。

被災直後（2011年3月21日）のセンター正門付近。
玄関先にがれきが山積みになっています。

7［chapter］

2011 年夏に調達した調査
船「グランメーユ」（フラン
ス語で大きな木槌という意
味です）。



28東京大学 環境報告書 2012

障害者雇用の取り組み
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8　バリアフリー支援室は「東京大学憲章」に基づく全学のバリアフリー化推

進のための専門部署で、本郷と駒場に支所を設置しています。障害のある学

生・教職員の修学・就労上、障害を理由とする不利益が生じないよう、ハー

ド・ソフト両面からの支援に当たっています。

　昨年度は、障害のある学生・教職員との定期的な面談、ニーズに合わせた

修学支援（パソコンテイク、書籍の電子データ化、施設バリアフリー改修等）、

各種支援機器の貸出等を実施した他、本学における障害のある学生の修学支

援の体制、内容、及び実施にあたっての教職員の具体的な役割についてまと

めた「障害のある学生への支援ガイド」を作成しました。

　今後も、全学的なバリアフリー化の推進に努めて参ります。

男女共同参画

バリアフリー支援室

　東京大学においては、キャンパス内の環境整備、建物内清掃、名刺印刷、

データ入力、園芸作業、保健センターでのマッサージ業務など、数多くの業

務を創出し障害者の雇用に取り組んできました。中でも 2010 年に組織し

た障害者集中雇用プロジェクトチームによる雇用拡大への取り組みにより、

2011 年に障害者雇用率 2.1％を達成して以来 2012 年の調査においても、

法定雇用率を上回る雇用を維持しています。今後は、2013 年 4 月から法

定雇用率が 2.3％に引き上げられることを踏まえ、全学的に、緊密な連携を

とりながら、さらに雇用拡大のための施策を推進してまいります。

　男女共同参画室は 2006 年に設置され、現在、勤務態様、環境整備、進学促進、

ポジティブ・アクション推進の 4 部会で「東京大学男女共同参画基本計画」

を推進しています。全学の教職員、学生を対象とした保育園の開設、夜間の

安全を確保するための外灯設置などの環境整備に加え、進学希望の女子生徒

を対象にした説明会を開催するなど、本学の就学環境を広く周知する取組み

も実施しています。2010 年度からは、文部科学省科学技術人材育成費補助

金「女性研究者養成システム改革加速」事業に取り組んでいます。女性の積

極的登採用と合わせて次世代育成支援及びワーク・ライフ・バランスを推進し、

男女ともに働きやすく、活躍できる環境の整備に努めていきます。

http://kyodo-sankaku.u-tokyo.ac.jp/
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http://ds.adm.u-tokyo.ac.jp/
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障害者雇用の促進

教職員女性比率のグラフ
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01 安全衛生巡視

　東京大学で実施されている安全衛生巡視には、総長パトロール、

部局長等によるパトロール、衛生管理者職場巡視及び産業医職場巡

視があります。総長パトロール及び部局長等によるパトロールはい

わゆるトップパトロールであり、安全衛生推進の意志をトップ自ら

が示すことを目的にそれぞれ年 1 回行われています。衛生管理者職

場巡視と産業医職場巡視は法定の巡視であり、それぞれ週 1 回以上

及び月 1 回以上の実施が必要です。

　2011 年度の実績では、総長パトロールは 1 回、部局長等パトロー

ルは複数回実施した部局もあるため 28 部局で合計 51 回行われま

した。

　衛生管理者巡視については年間 433 回実施され、産業医職場巡

視は 217 回実施されました。これらの巡視においては、全ての実

験室及び共用の設備を年 1 回以上巡視するように計画され実施して

います。衛生管理者職場巡視と産業医職場巡視にはキャンパス外に

ある大学の有人施設である 50 箇所も含まれます。

　安全衛生巡視では、整理整頓清掃清潔や機器及び化学物質の使用・

管理状況の確認だけでなく、防火防災の観点から棚などの転倒防止、

避難経路の確保や消火設備周辺の整理整頓などについても確認して

います。これらの安全衛生巡視の内、産業医巡視では、巡視時の指

摘事項とそれへの対応についての記録を作成し、部局及び環境安全

本部を回覧することとしています。

　安全衛生巡視での指摘事項を分類した結果からは、2011 年度で

は、「防火 / 緊急設備・避難経路 / 通路の安全」「棚等転倒防止、棚

内転落防止」に関する指摘件数が突出して多くなっています。これ

らは、東日本大震災以降、重点的に点検を行い積極的に指摘したた

めでした。そのほか、夏期の節電対策への対応として、職場巡視の

際に熱中症予防の指導を作業者や学生に行うことや通路等の適切な

照明についての指導なども行われました。

　安全衛生巡視には含めて集計等はされていませんが、新規設備が

設置された場所、事故災害発生場所や環境改善を行った実験室等を

対象に臨時に行われる現場確認・点検があります。これらの機会を

通じても安全衛生、防火防災の観点から指摘や指導が行われていま

す。

キャンパスの安全衛生

巡視風景（臨時）

巡視風景（定例）

巡視風景（キャンパス外施設）

9［chapter］

棚等転倒防止、
棚内転落防止

整理整頓清掃清潔

薬品管理関係

電気 / ガスの安全管理

防火 / 緊急設備・
避難経路 / 通路の安全

ボンベ・タンク関係

廃棄物の適正処理

掲示関係

実験室と居室の分離

機械の安全管理

保護具

喫煙関係

その他

産業医職場巡視指摘事項件数

2008年度

2009年度

2010年度

2011年度
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レーザーに関する安全管理についての説明

屋上への出入りに関する安全対策についての説明

9

総長による安全衛生パトロール

事故災害報告

　７月 13 日（水）、濱田総長、小島環境安全本部長をはじめとす

る環境安全本部関係者による安全衛生パトロールが柏地区で実施さ

れました。柏地区にある大気海洋研究所、新領域創成科学研究科（環

境棟、生命棟、基盤実験棟、基盤棟）、物性研究所、カブリ数物連

携宇宙研究機構、宇宙線研究所、総合研究棟を巡視しました。

　総長によるパトロールの目的は、本学の安全衛生に対する姿勢を

自ら示すことにあります。

　当日は、研究室等の担当教職員から研究内容等の説明を受けた後、

実験機器の安全な使用、保護具の着用、薬品の管理状況や電気配線

の状況等について現状を視察しました。

　巡視後、濱田総長から、「柏は本郷や駒場と比較するとスペース

が広く恵まれているため、機材や居住スペースが込み合うことによ

るリスクは小さいと考えられる。また、各部署でそれぞれに応じた

安全への取り組みを工夫しており、改めて感銘を受けた。今後も一

般的な安全意識を浸透させつつ、それぞれの研究室個別の対応を引

き続きおこなっていただきたい。」との講評がなされました。

　なお、各部局においても部局長による安全衛生パトロールが順次

実施されており、安全衛生管理の普及と向上に取り組んでいます。

　東京大学では、2004 年度より、学内の教育・研究および全ての

業務において発生した事故を大学本部に報告することを義務付けて

おり、2011 年度は合計 281 件の事故報告がありました。当事者

となった人数は、職員、大学院生、教員、研究員の順であり、交通

事故、転倒転落では職員が当事者であることが多く、きれ、こすれ、

刺しでは、大学院生と教員が多いという傾向でした。また火災小火

発火は、大学院生と研究員、有害物との接触は大学院生が当事者で

あることが多いという傾向でした。

　事故災害報告には、当事者、被災者の保護具の使用状況を記載す

ることとなっています。2011 年度の事故災害のうち、実験中と

判断されたものは 62 件（被災者数 62 人）であり、このうち保護

具を使用していた事例は約半数でした。また保護具使用時の事例に

は、ラテックス手袋やニトリル手袋を使用時の切創、寒剤使用時の

軍手着用による凍傷や白衣を着用時の薬剤の浸透など、実験や作業

に合った保護具ではないケースがありました。

　今後も適宜必要な対応を行い、安全確保に努めていきます。

教職員等における事故種別比率

学生等における事故種別比率
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04

キャンパスの安全衛生

安全の日講演会

　本学安全の日・安全講演会が、「東日本大震災“いま大学は何をす

べきか”」をテーマとして、７月 5 日（火）本郷キャンパス医学部 1

号館講堂において開催され、学内外から約 240 人が参加しました。

　農学生命科学研究科リサーチフェローであった山下高広氏が、八

丈島にて潜水作業中に亡くなる事故が発生してから本年７月４日で

６年となります。本学では、この７月４日を東京大学安全の日と定

めており、事故の記憶を風化させることなく、教育研究活動におけ

る安全衛生の向上、事故災害の発生防止、安全意識の向上、安全文

化の定着に取り組むことを改めて決意する日としています。

　冒頭、濱田総長より、「東京大学の安全管理、安全文化は強化され

てきており、教職員や学生の意識も高まってきたが、全学的な安全

管理の取り組みを、引き続き手を緩めることなく確実に継続してい

きたい。学生の事故防止対策としては、学生一人一人に十分な安全

教育をいきわたらせ、安全意識の高い学生をしっかりと育てていく

ことが大学としての重要な使命だと考えている。こうした学生を育

てていくのは、教職員とりわけ研究者、研究室の責任者であり、教

育上の指導者の立場から責任を持って学生を指導していただきたい。

また、事故災害の未然防止だけでなく、災害や事故が発生してしまっ

た後の措置、緊急連絡体制等についても、改めて見直してほしい。」

との挨拶がありました。

　講演の第 1 部では、東北大学の猪股教授による「東北大学の被災

と対応状況－行動記録と課題－」についての講演があり、東北大学

での被災状況、教職員による応急危険度判定や避難所の運営方法等

について、実体験に基づいて話されました。また、サーバーの分散

化、配線・配管図の正確な把握等が課題であることも述べられました。

続いて、大気海洋研究所の大竹教授による「国際沿岸海洋研究セン

ター（大槌）の被災・対応状況と復興に向けた取り組み」の講演が

行われ、センターの被災状況や安否確認、遠隔地の附属施設では特

に周辺地域、住民の方々と良い関係を築いておくことが大切である

との話がありました。

　第２部では情報学環の鷹野教授より、「緊急地震速報：その仕組み

を知り防災に生かすには」と題して大学での緊急地震速報の利用の

仕方について紹介がありました。続いて、総合文化研究科の増田准

教授より「東日本大震災における教養学部での駒場アラートによる

安否確認」の講演が行われ、大学での安否確認システム導入とその

課題について紹介されました。最後に、生産技術研究所の目黒教授

より「地震時の室内の安全性を確保するために－効果的な家具の転

倒防止法について－」の講演が行われました。牛乳パックで作成で

きる効果的な家具の転倒防止法や、PC 上に自分の部屋を再現し、地

震時の様子を可視化する研究等について紹介されました。

開会の挨拶をされる濱田総長

東北大学・猪股教授による講演

講演中の様子

ポスター

9［chapter］
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05
　12 月 21 日（水）に平成 23 年度東京大学本部・工学系等合同防災訓練を実施しました。今回は、部局との連携を課題とし、

工学系等の学生（約 2,000 人）及び教職員の協力を得るとともに、障害のある学生・教職員が円滑に避難できるよう、バリア

フリー支援室とも連携した大規模な訓練となりました。

　首都直下型地震が発生したという想定の下、避難訓練及び安否確認訓練が行われ、引き続き、災害対策本部活動訓練が行わ

れました。

　災害対策本部活動訓練には、濱田総長をはじめ、役員全員のほか、多くの本部教職員が参加しました。山上会館に災害対策

本部を設置するにあたり、建物の応急危険度判定訓練が行われた後、濱田総長が災害対策本部の設置を宣言しました。

　役員等で編成された災害対策本部員による意思決定訓練のほか、教職員約 100 名が総務・広報班、警備誘導班、物資調達班、

施設環境班の４班に分かれ、それぞれ各部局への情報収集訓練、

避難誘導支援、立入禁止措置、物資配給訓練、インフラ確認訓

練等を行いました。また地震により停電・断水・負傷者が発生

したという想定で、電源車、災害対策用トイレの設置、応急処

置訓練等も行いました。

　訓練終了後、濱田総長、全理事、北森工学系研究科長、萩谷

情報理工学系研究科長より意見・感想が述べられました。部局

との連携訓練の結果、決定から指示が部局本部へ伝達されるま

でのタイムラグなど様々な課題が浮き彫りになりました。ま

た、意思決定訓練も３回目となりよりスムーズに動けるように

なったこと、英文での広報の体制が追加されたことなどが評価

されました。

キ
ャ
ン
パ
ス
の
安
全
衛
生

平成23年度東京大学本部・工学系等合同防災訓練

109

対策本部内の各班の様子

対策本部意思決定訓練の様子

工学系等 災害対策本部の様子

訓練で取り入れた事項

昨年度防災訓練の反省点
からの取り入れ

部局との連携強化のため、
工学系等と合同訓練の実施

外部の情報収集のため、
専用 TV の設置

災害時用 PHS および
サポート人員の増強

災害対策本部設置場所の
PHS 回線の増強

防災備品の組み立て訓練と
して、マンホールトイレの
設置訓練の実施

東日本大震災の教訓から
の取り入れ

留学生対策として、
外国語対応要員の本部参入

災害対策本部専用の大代表
の連絡先を設置

備蓄品の保管場所および
内容について情報共有

部局の被害状況を簡便に報告する
ため、報告用フォーマットの作成

安否確認システムの
利用強化
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第三者意見

酒井 伸一

京都大学環境安全保健機構附属
環境科学センター長・教授

1984 年京都大学大学院工学研究科博士課程修了、工学博士。同大学助手、

助教授を経て 2001 年より国立環境研究所循環型社会形成推進・廃棄物研究セ

ンター長。2005 年より京都大学教授、2010 年環境保全センター長、2011

年学内改組により現職。廃棄物資源循環学会前会長。中央環境審議会廃棄物・

リサイクル部会専門委員等。著書に『ゴミと化学物質』（岩波新書）など。

　3．11 東日本大震災以降、安全のあり方やエネ

ルギー需給のあり方など、大きな課題に日本社会

は直面しています。研究成果でもって社会に貢献

し、次世代を支える人材を育てねばならない研究

教育機関の責務と期待は非常に大きいと言えるで

しょう。自らの施設や組織においても対策を講じ

なければならない課題であることは言うまでもあ

りません。

　2011 年度の東京大学の環境報告書では、エネ

ルギー・温室効果ガス問題へ取り組みの成果が高

らかに報告されています。電力危機対策チームに

よる取り組みにより、前年比でエネルギー量とし

て 12.8％減、二酸化炭素で 2.0％減が達成でき

ています。エネルギー量と二酸化炭素量の差は、

原子力発電休止に伴う二酸化炭素換算係数増加に

よるものですので、実質的に削減は１割以上あっ

たとみていいでしょう。2006 年を基準年度とす

る中長期目標の一環としての 2012 年度目標（非

実験系 15％削減）もすでに達成されている模様

です。こうした成果は、設備の更新対策から、設

備の効率的運用など多方面にわたる総合的対応の

賜物で、素晴らしいパフォーマンスです。加えて、

2030 年の二酸化炭素排出量を 50％減とする目

標に向けて、2017 年度に基準年度比 20％削減

という中間目標を設定されたことも高い見識です。

東京大学以外の大学人が学ばねばならない事項が

多くあるとみています。

　エネルギー・温室効果ガス対策への取り組みは、

上述のように賞賛できる事項が多くありますが、

廃棄物発生量は微増傾向です。日本全体として、

一般廃棄物の発生量が減少傾向に転じているなか

で、目を配らねばならない点でしょう。また化学

物質については P R T R （環境汚染物質排出移動

登録量）報告の時系列傾向などは公開を期待した

いと思います。環境安全教育への取り組みは、行

動ビジョンを具現化するうえでの基盤的事項です

が、その取り組みは多彩です。多彩な人材を要す

る東京大学ならでは取り組みがみられ、この環境

報告書自体が読み応えのあるものになっています。

　以上、おしなべて良好なパフォーマンスが得ら

れていることを的確に報せているいい環境報告書

です。大学運営にかかる理念と経営に環境の視点

が明示的にビルトインされていることで達成でき

ているものと拝察します。こうした動きを継続し

ていただくこととともに、さまざまな社会設計や

議論の場面で、幅広い学の中枢としての東京大学

の知見が活かされていくことを願っています。

環境報告書の信頼性向上に向けて10［chapter］
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　2012 年の環境報告書をお届けします。

　日本は、2011年３月11日に発生した東日本大震災では、東北地方太平洋沖地震とそれに

続く福島第一原子力発電所の事故という未曾有の災害を経験しましたが、東京大学ではこの大

震災を教訓に、防火・防災の強化を進めています。2011年12月には、授業中の震災を想定

した東大本部、工学部・工学系研究科、情報理工学研究科、バリアフリー支援室、保健センター

合同の防災訓練を行いました。

　東京大学では濱田総長のもとで「FOREST2015」と名付けた『行動シナリオ』を策定し、

その最重要課題の一つとして「コンプライアンスの強化と環境安全の確保」を掲げています。

これは、東京大学における環境安全の確保は教育・研究の根幹をなすものであることの強いメッ

セージでもあります。本環境報告書は、東京大学の環境・安全・衛生に関する 2011年度の様々

な活動を纏めたものです。

　この環境報告書をご一読頂いて、東京大学の環境安全に関する活動へのご理解を深めて頂く

とともに、忌憚のないご意見を頂ければ幸いです。

編集後記

小島 憲道
環境安全本部長

　2011 年３月11日の東日本大震災を経験し、環境安全に対する考え方は大きく変わろうと

しています。日常の大学での事故防止、安全管理、環境保護などに加えて、様々な環境要因の

生体系への影響や、緊急時の人間心理や行動パターンなどの理解も含めた「環境安全学」とも

言うべき学問の発展と、防災訓練、e-learning を初めとした様々な実践が求められています。

環境安全本部では、これら総合的な取り組みを毎年紹介しておりますが、皆さまからの新しい

提案と、幅広い視点からのご意見を賜れば幸いです。

理事挨拶

清水 孝雄

環境安全担当理事・
副学長
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